
＜月次報告様式（新様式　令和５年４月～）＞

令和8年度　公文書開示（6月決定分）
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不開示理由等 所管局部課等

1 R8.5.28 R8.6.11

令和●年（●）第●号損害賠
償請求控訴事件の控訴人であ
る私（●●）を要求者とする
令和●（措）第●号及び令和
●年（措）第●号の措置要求
事件の審理中に、東京都人事
委員会と東京都教育委員会の
間で行われた連絡・照会・報
告の記録一切。担当者間メー
ル、電話記録、メモ、会議記
録を含む。

1 1

東京都情報公開条例（以下「条例」という。）第10
条に該当
１の開示請求に係る公文書（以下「本件公文書」と
いう。）の存否を明らかにすることは、特定個人に
関わる事実の有無を開示することになるものであ
り、このことは、個人に関する情報で特定の個人を
識別することができるもの又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものと認められ
る（条例第７条第２号に該当）。
したがって、条例第10条に規定する「開示請求に係
る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、不
開示情報を開示することとなるとき」に該当するた
め、同条の規定に基づき、本件公文書の存否を明ら
かにしないで、開示請求を拒否する。

人事委員会事務
局任用公平部審
査課

2 R8.5.28 R8.6.11

令和●年（措）第●号及び令
和●年（措）第●号の措置要
求事件の審理において、私
（●●）が令和●年●月●日
付で●●に送付した「法第２
条第１号の障害者であること
の確認」メール（甲●号証）
が提出・報告・検討された記
録一切。提出経緯、検討過
程、担当者間メモ、未提出の
場合はその判断過程を含む。

1 1

東京都情報公開条例（以下「条例」という。）第10
条に該当
１の開示請求に係る公文書の存否を明らかにするこ
とは、特定個人に関わる事実の有無を開示すること
になるものであり、このことは、個人に関する情報
で特定の個人を識別することができるもの又は特定
の個人を識別することはできないが、公にすること
により、なお個人の権利利益を害するおそれがある
ものと認められる（条例第７条第２号に該当。）。
このことは、条例第10条に規定する「開示請求に係
る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、不
開示情報を開示することとなるとき」に該当する。

人事委員会事務
局任用公平部審
査課

3 R8.5.29 R8.6.8

令和８年４月２３日付８人委
審第11号及び令和８年４月２
４日付８人委総第93号の各保
有個人情報不開示決定につい
て、起案・審査・決裁の過程
を示す文書一切。担当者間
メール、法的検討資料、起案
文書、決裁文書を含む

1 1

開示請求書及び保有個人情報不開示決定通知書のう
ち、「氏名」「住所又は居所」「電話番号」の部分
東京都情報公開条例第７条第２号該当
個人に関する情報であって特定の個人を識別できる
ものであること。

人事委員会事務
局任用公平部総
務課

4 R8.5.29 R8.6.8

令和８年４月２３日付８人委
審第11号及び令和８年４月２
４日付８人委総第93号の各保
有個人情報不開示決定につい
て、起案・審査・決裁の過程
を示す文書一切。担当者間
メール、法的検討資料、起案
文書、決裁文書を含む

1
請求に係る公文書については、作成及び取得してお
らず存在しないため。

人事委員会事務
局任用公平部総
務課

5 R8.5.29 R8.6.12

令和８年４月２３日付８人委
審第11号及び令和８年４月２
４日付８人委総第93号の各保
有個人情報不開示決定につい
て、起案・審査・決裁の過程
を示す文書一切。担当者間
メール、法的検討資料、起案
文書、決裁文書を含む

1 1 1

(1) 不開示情報：内線番号（２か所）
不開示とする理由
根拠：条例第７条第６号該当
庁内連絡専用の電話番号であり外部に公表していな
いところ、公にすることにより業務に関係のない電
話の着信が生じるなど都の機関における事務事業の
適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものである
こと。
(2) 不開示情報：対象公文書における開示請求者に
関する事項（氏名、住所、電話番号及びメールアド
レス）
不開示とする理由
根拠：条例第７条第２号該当
個人に関する情報であって特定の個人を識別できる
ものであること。
(3) 不開示情報：開示請求内容のうち一部に関する
事項（補正に関する連絡における該当事項に関する
部分を含む。）
不開示とする理由
根拠：条例第７条第２号該当
当該内容は、他の情報と照合することにより、特定
の個人を識別することができるものであること。

人事委員会事務
局任用公平部審
査課

決定区分 （根拠規定）条例７条


